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事業評価の対象および評価の単位

●評価の単位

原則として事業採択を行う際の「区間」又は

「箇所」を１つの事業単位として評価を実施。

●対象事業

新設・改築事業を対象
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評価項目

●政策目標毎に客観的評価指標を設定

大項目として

「活力」、「暮らし」、「安全」、

「環境」、「その他」の５項目を設定

さらに１４の中項目に分類し、各

項目ごとに客観的評価指標を設定

政策目標

１．活力 円滑なモビリティの確保

物流効率化の支援

都市の再生

国土・地域ネットワークの構築

個性ある地域の形成

２．暮らし 歩行者･自転車のための生活空間の形成

無電柱化による美しい町並みの形成

安全で安心できるくらしの確保

３．安全 安全な生活環境の確保

災害への備え

４．環境 地球環境の保全

生活環境の改善・保全

５．その他 他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関係

その他
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算出する便益算出する便益
（整備効果）（整備効果）

道路の整備効果道路の整備効果
整 備 効 果 項 目

・ 大気汚染

・ 騒音

・ 景観

・ 生態系

・ エネルギー（地球環境）

住 民 生 活

・ 道路空間の利用

・ 災害時の代替路線確保

・ 交流機会の拡大

・ 公共サービスの向上

・ 人口の安定化

地 域 経 済

・ 建設事業による需要創出

・ 新規立地に伴う生産増加

・ 雇用，所得増大

・ 財，サービス価格の低下

・ 資産価値の向上

財 政 収 支 ・ 公共施設整備費の節減

租 税 収 入
・ 地方税

・ 国税

公
共
部
門

間

接

効

果

道路の便益計算は、効果の計

測が可能で金銭表現ができ、

かつ その精度にも信頼がおけ

る以下の３項目について算出。

・ 走行時間の短縮

・ 走行費用の減少

・ 交通事故の減少

・ 走行時間の短縮

・ 走行費用の減少

・ 交通事故の減少

沿

道

お

よ

び

地

域

社

会

環 境

道路利用者

道
路
利
用
者直

接

効

果

・ 走行時間の短縮

・ 走行費用の減少

・ 交通事故の減少

・ 走行快適性の向上

・ 歩行の安全性，快適性の向上
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評価対象道路評価対象道路

道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ）道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ） 算出フロー算出フロー

便益（Ｂ）の算出便益（Ｂ）の算出

③ 走行時間短縮便益

④ 走行経費減少便益

⑤ 交通事故減少便益

将来の交通流の推計将来の交通流の推計

費用（Ｃ）の算出費用（Ｃ）の算出

① 事 業 費

② 維 持 管 理 費

現在価値の算出現在価値の算出

便益（Ｂ）の現在価値費用（Ｃ）の現在価値

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出
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評価対象道路評価対象道路

道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ）道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ） 算出フロー算出フロー

便益（Ｂ）の算出便益（Ｂ）の算出

③ 走行時間短縮便益

④ 走行経費減少便益

⑤ 交通事故減少便益

将来の交通流の推計将来の交通流の推計

費用（Ｃ）の算出費用（Ｃ）の算出

① 事 業 費

② 維 持 管 理 費

現在価値の算出現在価値の算出

便益（Ｂ）の現在価値費用（Ｃ）の現在価値

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出
５



費用（Ｃ）の算出費用（Ｃ）の算出

① 事 業 費 ： 整備に必要な「工事費」，「用地費」，

「補償費」について、事業化から完成

供用するまで算出。

② 維持管理費 ： 道路供用後に必要となる、パトロー

ルや清掃などの維持費，橋梁や路面

などの修繕費，除雪費や照明費などを

算出。

※ 一般国道(直轄)における年間維持

管理費は、１kmあたり平均 約３千万円

評価対象道路の整備に要する費用として、以下の項目を算出。
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評価対象道路評価対象道路

道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ）道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ） 算出フロー算出フロー

③ 走行時間短縮便益

④ 走行経費減少便益

⑤ 交通事故減少便益

① 事 業 費

② 維 持 管 理 費

便益（Ｂ）の現在価値費用（Ｃ）の現在価値

７

便益（Ｂ）の算出便益（Ｂ）の算出

将来の交通流の推計将来の交通流の推計

費用（Ｃ）の算出費用（Ｃ）の算出

現在価値の算出現在価値の算出

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出



将来の交通流は、現況データをもとに、想定される将来の人口、
土地利用等の社会経済状況を考慮して推計。

具体的には、平成11年の道路交通センサスを元に推計（平成４
２年）された発生集中交通量をベースに分布交通量を推計し、路
線毎に将来の路線条件(道路種別，車線数や沿道状況など)を設
定したうえで、将来の交通量を路線毎に配分し走行速度を予測。

将来の交通流の推計将来の交通流の推計

路線毎に交通量を配分路線毎に交通量を配分

分布交通量の推計分布交通量の推計

発生集中交通量の推計発生集中交通量の推計
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評価対象道路評価対象道路

道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ）道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ） 算出フロー算出フロー

③ 走行時間短縮便益

④ 走行経費減少便益

⑤ 交通事故減少便益

① 事 業 費

② 維 持 管 理 費

便益（Ｂ）の現在価値費用（Ｃ）の現在価値

９

便益（Ｂ）の算出便益（Ｂ）の算出

将来の交通流の推計将来の交通流の推計

費用（Ｃ）の算出費用（Ｃ）の算出

現在価値の算出現在価値の算出

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出



便益（Ｂ）の算出便益（Ｂ）の算出

③ 走行時間短縮便益 ： 整備により、短縮される移動時間に時間価値を乗じて便益

額としている。
※ 乗用車の走行時間１分あたりの時間価値は、６２．８６(円/台)

④ 走行経費減少便益 ： 走行条件が改善されることにより低下する、燃料費，オイル

代，タイヤ代，車両整備費など(走行時間に含まれない項目)
を便益額としている。
※ 市街地における乗用車の走行速度が、１５(km/ｈ)から３０(km/ｈ) になると、
１kmあたりの走行経費は約３円/台）削減

⑤ 交通事故減少便益 ： 交通事故により生ずる社会的損失(人的損害，物的損害，

事故渋滞による損失)の減少を便益額としている。

評価対象道路を「整備する場合」と「しない場合」の交通量・
走行速度の推計値を比較し、「整備する場合」に道路利用者
が得られる効果の差を貨幣価値換算したものが便益。

（「整備しない場合」の総走行時間費用）－（「整備する場合」の総走行時間費用）

※ 総走行時間費用＝(車種別)交通量×(区間別)走行時間×(車種別)時間価値原単位

（「整備しない場合」の総走行費用）－（「整備する場合」の総走行費用）

※ 総走行費用＝ (車種別)交通量×区間距離×(車種別)走行経費原単位

（「整備しない場合」の交通事故による社会的損失）－（「整備する場合」の交通事故による社会的損失）

※ 交通事故による社会的損失＝道路・沿道区分による事故損失額算定式
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便益の算出便益の算出 道路網の範囲（ネットワークの設定）道路網の範囲（ネットワークの設定）

「整備する場合」と「しない場合」に、交通量・走行速度の推計
値の差が現れる道路の全てを便益算出の対象。

（北陸地整では、配分交通量が１割以上変動する範囲を対象）

従って、総便益はこれら道路網すべてにおける便益の和。

整備する場合整備しない場合

将来道路網（イメージ） 評価対象道路：
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評価対象道路評価対象道路

道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ）道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ） 算出フロー算出フロー

便益（Ｂ）の算出便益（Ｂ）の算出

③ 走行時間短縮便益

④ 走行経費減少便益

⑤ 交通事故減少便益

将来の交通流の推計将来の交通流の推計

費用（Ｃ）の算出費用（Ｃ）の算出

① 事 業 費

② 維 持 管 理 費

現在価値の算出現在価値の算出

便益（Ｂ）の現在価値費用（Ｃ）の現在価値

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出
１２



算出された総費用（Ｃ）および総便益（Ｂ）算出された総費用（Ｃ）および総便益（Ｂ）

事業化からの総費用と供用後４０年間の総便益を各年次別に単
純に算出したグラフイメージ。

便益（億円）

費用（億円）

Ｈ
１
９

Ｈ
１
２

基準年
（H1９年）

供 用
（H24年）

Ｈ
２
４

Ｈ
３
０

Ｈ
４
０

Ｈ
５
０

Ｈ
６
０

便益 ○○億円

維持管理費 ○○億円

事業費 ○○億円

事業期間 検討期間（４０年間）

例 ）

０
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現在価値の算出現在価値の算出

● 基準年次 ： 評価時点（平成１９年度とする)

● 検討年数 ： 建設期間＋４０年間（供用後４０年以降

でも各現在価値は発生するが、極めて小

さな値となり事業の評価に影響を及ぼさ

ないと考えられるため)

● 現在価値算出のための割引率 ： ４％

※ １０年後の１００万円を現在価値に換算（割引率４％）

すると、約６８万円となり、４０年後の１００万円は、現

在価値で約２１万円に相当します。

計測された総費用と総便益の現在価値を下記の条件で算出
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現現 在在 価価 値値 のの 算算 出出

事業期間 検討期間（４０年間）

事業費 ○○億円

維持管理費 ○○億円

便益 ○○億円

Ｈ
１
２

Ｈ
１
９

基準年
（H1９年）

Ｈ
２
４

供 用
（H24年）

Ｈ
３
０

Ｈ
４
０

Ｈ
５
０

Ｈ
６
０

便益（億円）

費用（億円）

社会的割引率（４％）を用いて、基準年（Ｈ１９年）における現在価
値に換算したグラフのイメージ。

例 ）

費用便益比（Ｂ／Ｃ）＝○．○
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評価対象道路評価対象道路

道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ）道路事業における費用便益比（Ｂ／Ｃ） 算出フロー算出フロー

便益（Ｂ）の算出便益（Ｂ）の算出

③ 走行時間短縮便益

④ 走行経費減少便益

⑤ 交通事故減少便益

将来の交通流の推計将来の交通流の推計

費用（Ｃ）の算出費用（Ｃ）の算出

① 事 業 費

② 維 持 管 理 費

現在価値の算出現在価値の算出

便益（Ｂ）の現在価値費用（Ｃ）の現在価値

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出
１６



再評価における費用便益分析再評価における費用便益分析

○残事業の費用便益分析

投資効率性の観点から、事業継続・中止
の判断にあたっての判断材料を提供する
もの。

○事業全体の費用便益分析

事業全体の投資効率性を再評価時点で
見直すことによって、事業の透明性確保、
説明責任の達成を図るもの。
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